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災害現場で有効に機能するICT活用の

在り方とは

-「避難所・地域支援拠点アセスメント」の開発と実践-



背景と目的



課題意識
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https://unsplash.com/photos/F
Pt10LXK0cg

日常：

情報社会時代

災害時（非日常）：

情報がうまく使われていない

山口真一・青木志保子・田村太郎（2018），災害時の二次被害を『現場基点』で改善する，Innovation Nippon（国際大学
GLOCOM×グーグル合同会社プロジェクト) ダイジェストレポートより
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RQ：
災害現場で有効に機能するICT活用の在り方とは？
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①現場基点の欠如：
「供給側（支援側）」の視点をベースに設計されてきており、「需要側（受援側）」をベースにした視点・議論が不足している。

②形式知化とその共有の欠如：
現場（避難生活）における経験＝暗黙知が、その後活かされる状態で形式知化・共有されていない。

③ステークホルダー連携欠如：
支援側の「公助」「共助」「自助」それぞれの‘責任’があり越境することができていない。

名称 主体 システム 概要 課題
① SEMA ヤフー㈱ 物資支援 加盟する各企業の支援をパッケー

ジ化して被災地に届ける。
 ラストワンマイル問題。
 ニーズ把握の難しさ。

② 災害情報ハブ 内閣府 情報共有 様々なステークホルダーの災害情
報を集約･共有する。

 道路データなどの精緻化が必要。
 現場基点で仕組みを作るのが難しい。

③ 物資調達･輸送調整等支
援システム

内閣府 物資支援
情報共有

支援物資の調達・輸送等の調整の
効率化を図り、被災地の迅速な供
給を支援する。

 日常的に使っているものではないので機器
が使いづらいという指摘がある。

 現場で必要物資数が入力できない。
 少数の災害弱者向けの物資や、QOL向上の

ための物資は少ない。
④ 避難所支援システム IBM 物資支援 必要な支援物資を避難所から要請

する機能、物資の在庫を管理する
機能などが備わったシステム。

 日常的に使っているものではないので機器
が使いづらいという指摘がある。

 現場で必要物資数が入力できない。
⑤ 避難場所マップ・

避難所マップ
ヤフー㈱・ゼン
リンデータコム

避難所オープン
データ

避難場所や避難所をマップ上に表
示する。

 情報は場所や種別、名称などに留まり、環
境が分からない。

既存の災害時ICT活用の3つの課題

山口真一・青木志保子・田村太郎（2018），災害時の二次被害を『現場基点』で改善する，Innovation Nippon（国際大学
GLOCOM×グーグル合同会社プロジェクト) レポートより
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①現場基点の欠如

②形式知化とその共有の欠如

③ステークホルダー連携欠如

①受援側の立場で設計

②標準化（アセスメント化）

③ウェブプラットフォーム化

現状システムの課題 提案するシステム

情報

ナレッジ

ナレッジ

支援側受援側

情報

支援側
受援側

暗黙知のままで社会に共有
されない

自治体、地域住民など
支援団体、政府、企業など

標準化情報（webアセスメント）

事前から
データ管理

データのナレッジ化
で社会で共有

適切な支援の把握

仮説
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本調査研究の概要

仮説：「避難所・地域支援拠点アセスメント」の開発と実践
①受援者基点
②標準化（アセスメント化）
③ウェブプラットフォーム化

検証：災害現場で有効に機能するICT活用の在り方



「避難所・地域支援拠点アセスメント」の開発
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調査研究の設計と進め方

（１）標準化情報の整理（アセスメントの構築）

（２）ウェブ版アセスメントの作成

（３）効果測定アンケートの作成

（４）自治体・住民との実証実験

 文献調査
 被災地ヒアリング
 有識者ワーキング

グループ

長野県下諏訪町 大阪府吹田市
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（１）標準化情報の整理（アセスメントの構築）

◆先行研究

 藤代裕之・松下光範・小笠原盛浩（2018）：
災害時に情報をうまく活用するには、現場（被災地）で活動する人々と連携することが重要

 浦田真由・荻島和真・中條裕基・遠藤守・安田孝美（2018）：
被災自治体等への防災情報ニーズ調査で「自治体が発信する情報にニーズがある」「多様なチャンネルによる情報発信が必要」「物資
や避難所の詳細情報にニーズがある」「学区などより狭域での情報にニーズがある」「日頃の備えが重要と感じる被災者が多い」の5
点があきらかになっている

 永松伸吾・長坂俊成・臼田裕一郎・池田三郎（2009）:
より実効性の高い地域防災力評価のための研究開発の方向性として、「地域の単位としておおよそ避難所単位を基礎とする」、「地域
防災力向上戦略としての参加型アプローチ」などを提案

◆ワーキンググループ
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（１）標準化情報の整理（アセスメントの構築）

内容（範囲）
災害発生直後～約1か月の避難生活で重要となる対応事項
（避難所としての要件、必要物資内容、役割分担、等）

実施対象者 自治体職員、施設管理者、地域住民

基点 指定避難所、又はそれに相当する施設

実施対象時期 事前（防災）

「避難所・地域支援拠点アセスメント」の対象

「避難所・地域支援拠点アセスメント」の項目

大分類 10個の視点 ※1視点につき10項目のアセスメント＝全100点

地域支援拠点（地域基盤）

1、開設準備
2、ライフラインの確保
3、地域情報の把握
4、情報伝達とコミュニケーション
5、セキュリティ・感染症対策

生活環境提供

6、トイレ・排泄（T)
7、食事（K）
8、睡眠（B)
9、衛生（身体・こころ）
10、QOL
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（２）ウェブ版アセスメントの作成

避難所・地域支援拠点アセスメントQRコード

※0,1選択肢の100ポイントで整理 ※結果に「物資（ニーズ）」を一部反映
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（３）効果測定アンケートの作成

事前のシステムで「災害現場で有効に機能する」≒地域防災力向上

地域防災力評価3つの要素 * 本アセスメントに即した項目 具体質問文
回答
様式

1 
地域におけるリスク認知・把
握

1-1 避難所要件の認知
アセスメントの実施を通じて、
必要または理想とされる避難所（または施設として）の要件が理解できた

5段階
評価

1-2 避難所現状の認知
アセスメントの実施を通じて、
地域の現状や施設の状況を理解できた

1-3 事前重要性の認知
アセスメントの実施を通じて、
災害時を想定し事前準備をすることの重要性を理解することができた

2
顕在的対応力・能力

2-1 個人行動への寄与
アセスメントの実施を通じて、
災害対応にについて自主的・積極的に学んでいきたいと思った

2-2 地区防災計画（ソフト）への寄与
アセスメントの実施を通じて、
地区防災計画づくり・改善などをはじめとしてルールメイキングを行いたいと思った

2-3 施設改善（ハード）への寄与
アセスメントの実施を通じて、
備蓄の追加や見直しなどの改善を行いたいと思った

3
潜在的対応力・能力 * * 

3-1 人的ネットワーク
アセスメントの実施を通じて、
日常から住民や環境など地域のことを知り繋がっていく必要があると思った。

3-2 規範・互酬性
アセスメントの実施を通じて、
日常から互いに地域で助けあうことが欠かせないと思った。

3-3 信頼関係
アセスメントの実施を通じて、
日常から話し合う場を設けるなど地域で信頼関係を育んでいく必要があると思った。

*永松伸吾・長坂俊成・臼田裕一郎・池田三郎（2009），「地域防災力」をどう評価するか－研究展望と課題－, 防災科学技術研究所研究報告, 第74号
** 内閣府，地区防災計画ガイドライン『ソーシャルキャビタル』として解釈
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（４）自治体・住民との実証実験

実施自治体 対象 おもなアセスメント実施者

長野県下諏訪
町

町内45か所の
指定避難所

自治体職員ならびに自主防災組
織「防災ネットワークしもす
わ」役員、等

大阪府吹田市
市内135か所
の指定避難所

自治体職員ならびに施設管理者
（一部指定管理者など民間あ
り）、等

長野県下諏訪町 大阪府吹田市

2018年度の下諏訪町との協働アセスメントの様子



長野県下諏訪町、大阪府吹田市との協働調査を通じて

データ収集と分析結果



施設種別 箇所 ％

①体育館・学校施設 66 40 

②図書館・公民館・文化施設 44 27 

③保育園・幼稚園・児童施設 22 13 

④自治会館・地域集会所等 21 13 

⑤医療・福祉施設 4 2 

⑥その他 7 4 

合計 164 100
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データ

◆効果測定アンケート◆アセスメント

 実施期間：2020年9月1日～11月20日
 実施対象：アセスメント実施者
 方法：ウェブ（補足として紙）

 実施期間：2020年9月1日～11月20日
 対象施設：計180か所の指定避難所

（吹田市135か所、下諏訪町45か所）
 実施対象：施設管理者、自主防災組織役員、等
 方法 ：ウェブ（補足として紙）

有効回答人数=82

年代 人 ％

20代 4 5 

30代 5 6 

40代 20 24 

50代 30 37 

60代 18 22 

70代 5 6 

合計 82 100

有効回答施設数＝164

属性 人 ％

自治体職員 57 70 

指定管理者 10 12 

その他 15 18 

合計 82 100

性別 人 ％

男性 53 65 

女性 28 34 

その他 1 1 

合計 82 100

有効回答人数＝174
※9つの小学校で、2名ないしは3名の方にご実施いただいた
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分析結果 アセスメント①

地域支援拠点（地域基盤）

生活環境提供

n＝174

4.8 

2.2 

2.6 2.1 

4.0 
0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

開設準備

ライフラインの確

保

地域情報の把握
情報伝達とコミュ

ニケーションン

セキュリティ・感

染症対策

2.8 

0.9 

1.7 2.2 

1.7 
0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

トイレ・排泄(T)

食事（K)

睡眠（B）衛生

QOL

平均値（最大100） 25.0 

地域支援拠点（最大50） 15.7 

生活環境提供（最大50） 9.4 

最大値 63.0 

最小値 0

標準偏差 14.2 

アセスメント結果
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分析結果 アセスメント②

0.0 20.0 40.0

⑥その他

⑤医療・福祉施設

④自治会館・地域集会所等

③保育園・幼稚園・児童施設

②図書館・公民館・文化施設

①体育館・学校施設

全平均

地域支援拠点 生活環境提供

25.0

29.5

19.6

22.0

22.8

35.5

20.6

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

7.0

開設準備

ライフラインの確保

地域情報の把握
情報伝達とコミュニケー

ションン

セキュリティ・感染症対策

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

トイレ・排泄(T)

食事（K)

睡眠（B）衛生

QOL

地域支援拠点（地域基盤）

生活環境提供

n＝174

施設種別ごとの平均値



分析結果 効果測定（アンケート）①

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

3-3 信頼関係促進

3-2 規範・互酬性促進

3-1 人的ネットワーク促進

2-3 施設改善（ハード）への寄与

2-2 地区防災計画（ソフト）への寄与

2-1 個人行動への寄与

1-3 事前重要性の認知

1-2 避難所現状の認知

1-1 避難所要件の認知

強く思う やや思う どちらでもない あまり思わない 全く思わない

まだ不十分な点が多いが、運動の場の提供以
外の役割がありこの実践を自覚したい。

避難施設として管理すべき点が、洗い出せたと思う。

当たり前のことですがやはり1人1人の自覚
が必要。

自分でチェックを入れていくので避難所の現状を
把握することが出来た。

地域の防災員さんとの話し合いをもち、
具体的に検討することが大切だとおもいました。

１地域における
リスクの認知・把握

2顕在的対応力・能力

3潜在的対応力・能力

n＝82

地域防災力への主観的評価

本アセスメントによる「地域防災力向上」の効果を約９割が実感
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分析結果 効果測定（アンケート）②

本システムへの総合評価
とその理由（複数選択可）

n＝82

11%

54%

26%

7%

2%

大変良い

おおよそ良い

どちらでもない

あまり良くない

全く良くない

本アセスメントを「良い」と評価した人約６～７割

4

9

14

16

18

6

13

30

37

41

ポイント（点数）で

評価されることに対して違和感がある

施設担当者など実施者の負担になる

内容がわかりにくい難しい

アセスメントの項目や内容が現場と乖離している

地域や施設によって状況は異なるのだから、

一律にアセスメントをすることは違和感がある

大学と連携しているところがよい

数字で定量的に把握評価されるところがよい

自分で主体的にチェックしていくやり方がよい

webでみれる点がよい

確認すべきところが一覧になっているのがよい

改善ポイント
「種別設計」
「より現場基点に」
「平易さ」

評価ポイント
「一覧性」
「ウェブアクセス」
「チェック式」
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分析結果 課題

 アセスメント点数の標準偏差が14.2

 ネガティブ評価「アセスメントの内容が現場と乖離している」そのほか、「質問の内容が判

断しにくい（0,1での評価が難しい）」という意見が多数があった

標準化の効果性

「一覧性」

「チェック式」

個別化の必要性

「詳細情報」

「定性項目」

「標準化」と「個別化」のバランスをとっていく必要性

21



まとめ



まとめ

問い：災害現場で有効に機能するICT活用の在り方とは？

「避難所・地域支援拠点アセスメント」を構築し実証実験

１、①事前に②多様な主体が③避難所ごとに④ウェブチェックする

アセスメント方式は「地域防災力向上」に対して有効である

２、「標準化」と「個別性」のバランスをとる必要がある

23



ご清聴ありがとうございました

本調査研究の一部は
「電気通信普及財団設立35周年記念事業・研究調査助成」をうけ実施しました。
またアセスメントの実践に際しては、
長野県下諏訪町・大阪府吹田市の住民ならびに職員のみなさま、および防災ネッ
トワークしもすわ理事のみなさまに多大なるご協力をいただきました。
深く御礼申し上げます。
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「データ活用×産官学民連携で実現す

るより良い災害対応」プロジェクト

「データ活用」

グーグル合同会社

「災害現場での実践智」

ダイバーシティ研究所

「情報化社会研究」

国際大学GLOCOM

民（NPO）

学（大学）

産（企業）


